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寄付者

地域のNPOや住民組織による
課題解決やまちづくりの取り組み

（事業化・基盤強化）

地域の中小企業等による
課題解決やまちづくりの取り組み

（社会事業化）

助成

寄付

候補：地域のNPO支援センター、経済団体、起業支援
組織、まちづくり会社、ローカルシンクタンクなど

助成
出資

若手リー
ダー育成

資金分配団体

PO／伴走支援
力形成

休眠預金事業の全体構造01
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＋

非資金的支援

実行団体

コミュニティ財団設立

地
域
の
共
通
ア
ジ
ェ
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ダ
形
成

• 構造的不平等、制度の狭間
に対する根治アプローチ

• 社会的事業・プログラムの
増加

• 人材育成、DX化など組織
基盤強化

• 地域の雇用の受け皿として
のソーシャルセクター

• ファンド、コミュニティ財
団の相互研鑽、事業連携

1.地域の課題解消

2.ソーシャルセクター
の基盤強化

3.コミュニティの強化

地域性・市民性を大切に
したローカルファンドの

運営基盤整備

中長期アウトカム

アウトプット／アウトカム
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コミュニティ財団の機能（実行団体が取り組み、目指すこと）02

寄付による参加拡大 社会・地域課題の可視化

市民性 地域性

事業指定基金 社会変革基金
（テーマ型基金） 冠基金

地域の課題解決・発展・成長
(Community Development)

事業指定基金

社会変革基金

冠基金

地域で税制優遇制
度を活用できる寄
付型クラウドファ
ンディング

財団がリーダー
シップを発揮して
地域に旗を立てる
市民運動

寄付者の想いを形にする
仕組み



令和6年1月1日午後4時10分ごろ
石川県で最大震度7を観測する地震が発生

災害クラウドファンディング利用ガイド

実行団体「公益財団法人ほくりくみらい基金」の安否確認・緊急面談

サポートの概要03
①災害支援基金設立

災害支援基金とは、発災時において、緊急期・
復旧期・復興期とフェーズごとに求められる地
域のニーズに応えるため、寄付を集め、助成を
行っていくための仕組みです。

②緊急支援等の助成実施

実行団体が①②を取り組むための
包括的サポートを実施



サポートの内容04
種類 内容

災害支援基金のLP/決済システム
提供

当協会が常設している災害クラウドファンディングシステムを
提供して、即日、寄付受領できる体制を整えた。（その後の呼
び水となる寄付920万円を1週間で調達）

案件形成のサポート
実行団体のプログラムオフィサーの相談役として最初1ヶ月間は
週3回程度の壁打ち。その後も、3月末までは週1回程度の頻度
で状況を確認し、アドバイスを行なった。

公益法人会計のサポート
発災直前に公益法人化したこともあり、多額の寄付受領や休眠
預金事業の会計などの処理が困難になったため、会計専門家を
派遣してサポート

緊急助成プログラムの選考運営サ
ポート

災害支援基金の助成プログラム運営経験がある会員財団（静
岡・岡山・福岡）から3名を緊急助成の審査サポートのため派遣
※オンラインのみ

実行団体の経験不足を補うあらゆる支援を提供



サポートの成果05
市民・企業からの寄付受領

※別途、企業から助成使途以外への1,750万円の大型寄付

助成事業

令和６年能登半島地震 災害支援基金（第1次～第4次プログラムまで実施）
概要 ：緊急時から復旧期・復興期まで被災地で支援を行う団体への支援金
や活動ノウハウの提供
助成団体：59団体
助成総額：1018万円

「つづける支援活動助成」
概要      ：被災者の生活再建や被災地域の復興のための中長期的な活動を支え
る支援金や活動ノウハウの提供
助成団体：11団体
助成総額：3049万円


